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議案第３４号 

   射水市森林環境保全基金条例の制定について 

 射水市森林環境保全基金条例を次のように定める。 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市森林環境保全基金条例 

 （設置） 

第１条 森林の整備及びその促進に関する施策に資することを目的として、射

水市森林環境保全基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」と

いう。）で定める額とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方

法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代える

ことができる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、第１条に規定する目

的を達成するために必要な財源に充て、又はこの基金に編入するものとする。 
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（処分） 

第５条 基金は、第１条に規定する目的を達成するために必要な財源に充てる

場合に限り、これを処分することができる。 

（繰替運用） 

第６条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期

間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用するこ

とができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第３５号 

射水市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す 

る条例の一部改正について 

 射水市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部を次のように改正する。 

  令和元年６月７日 提 出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す 

る条例の一部を改正する条例 

 射水市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成 

１７年射水市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

別表中  

「  

選挙長 日額 10,600円 

投票所の投票管理者 日額 12,600円 

期日前投票所の投票管理者 日額 11,100円 

開票管理者 日額 10,600円 

投票所の投票立会人 日額 10,700円 

期日前投票所の投票立会人 日額 9,500円 
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開票立会人 日額 8,800円 

選挙立会人 日額 8,800円 

                        」を  

「  

選挙長 日額 10,800円 

投票所の投票管理者 日額 12,800円 

期日前投票所の投票管理者 日額 11,300円 

開票管理者 日額 10,800円 

投票所の投票立会人 日額 10,900円 

期日前投票所の投票立会人 日額 9,600円 

開票立会人 日額 8,900円 

選挙立会人 日額 8,900円 

                        」に改める。  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３６号 

   射水市行政不服審査法施行条例の一部改正について 

射水市行政不服審査法施行条例の一部を次のように改正する。 

令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市行政不服審査法施行条例の一部を改正する条例  

射水市行政不服審査法施行条例（平成２８年射水市条例第１号）の一部を次

のように改正する。  

第１２条第２項第１号中「日本工業規格」を「日本産業規格（産業標準化法

（昭和２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をいう。）」に改

める。  

   附 則  

この条例は、令和元年７月１日から施行する。  
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議案第３７号 

   射水市市税条例等の一部改正について 

 射水市市税条例等の一部を次のように改正する。 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市市税条例等の一部を改正する条例  

（射水市市税条例の一部改正） 

第１条 射水市市税条例（平成１７年射水市条例第７８号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３６条の２中第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、第６項を第７

項とし、第５項の次に次の１項を加える。  

６ 第１項又は前項の場合において、前年において支払を受けた給与で所得

税法第１９０条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有

するものが、第１項の申告書を提出するときは、法第３１７条の２第１項

各号に掲げる事項のうち施行規則で定めるものについては、施行規則で定

める記載によることができる。  

第３６条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」

に改め、同条第１項中「同項の」を「同項に規定する」に改め、同項第３号

を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。  

⑶ 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨  
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第３６条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」

に改め、同条第１項中「第２０３条の５第１項」を「第２０３条の６第１項」

に改め、「ならない者」の次に「又は法の施行地において同項に規定する公

的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下

この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって、扶養

親族（控除対象扶養親族を除く。）を有する者若しくは単身児童扶養者であ

る者」を加え、「同項の」を「所得税法第２０３条の６第１項に規定する」

に、「同項に規定する公的年金等」を「公的年金等」に改め、同項第３号を

同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。  

⑶ 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨  

第３６条の３の３第２項中「第２０３条の５第２項」を「第２０３条の６

第２項」に改め、同条第４項中「第２０３条の５第５項」を「第２０３条の

６第６項」に改める。  

第３６条の４第１項中「によって」を「により」に、「同条第７項」を「同

条第８項」に、「第８項」を「第９項」に、「においては」を「には」に改め

る。  

附則第６条中「平成３４年度」を「令和４年度」に改める。  

附則第７条の３の２中「平成４５年度」を「令和１５年度」に、「平成３

３年」を「令和３年」に改める。  

附則第８条中「平成３３年度」を「令和３年度」に改める。  

附則第１１条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。  

附則第１１条の２（見出しを含む。）中「平成３１年度」を「令和元年度」
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に、「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。  

附則第１２条の前の見出し及び同条第１項から第４項までの規定中「平成

３２年度」を「令和２年度」に改め、同条第５項中「３２年度」を「令和２

年度」に改める。  

附則第１２条の２及び第１３条（見出しを含む。）中「平成３２年度」を

「令和２年度」に改める。  

附則第１５条第１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条第

２項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。  

附則第１５条の２に次の３項を加える。  

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割の

賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第２項

において準用する場合を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２項

（これらの規定を同条第４項において準用する場合を含む。）の適用を受

ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交

通大臣の認定等（法附則第２９条の９第３項に規定する国土交通大臣の認

定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。  

３ 県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税の

環境性能割につき、その納付すべき額について不足額があることを附則第

１５条の４の規定により読み替えられた第８１条の６第１項の納期限（納

期限の延長があったときは、その延長された納期限）後において知った場

合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をし

た者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報
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を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）により国

土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土

交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該申請を

した者又はその一般承継人を当該不足額に係る３輪以上の軽自動車につ

いて法附則第２９条の１１の規定によりその例によることとされた法第

１６１条第１項に規定する申告書を提出すべき当該３輪以上の軽自動車

の取得者とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する規定を適用する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性

能割の額は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算

した金額を加算した金額とする。  

附則第１５条の２を附則第１５条の２の２とし、附則第１５条の次に次の

１条を加える。  

（軽自動車税の環境性能割の非課税）  

第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する場

合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下こ

の条において同じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和

元年１０月１日から令和２年９月３０日までの間（附則第１５条の６第３

項において「特定期間」という。）に行われたときに限り、第８０条第１

項の規定にかかわらず、軽自動車税の環境性能割を課さない。  

附則第１５条の６に次の１項を加える。  

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第８１条の

４（第２号に係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については、当該
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軽自動車の取得が特定期間に行われたときに限り、これらの規定中「１０

０分の２」とあるのは、「１００分の１」とする。  

附則第１６条中「附則第３０条」を「附則第３０条第１項」に改め、「指

定」の次に「（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）」

を加え、同条に次の３項を加える。  

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

に対する第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が平成３１年４

月１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和２

年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲

げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。  

第２号ア（イ）  ３，９００円  １，０００円  

第２号ア（ウ）ａ  

 

６，９００円  １，８００円  

１０，８００円  ２，７００円  

第２号ア（ウ）ｂ  

 

３，８００円  １，０００円  

５，０００円  １，３００円  

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第

３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン

軽自動車」という。）のうち３輪以上のものに対する第８２条の規定の適用

については、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月
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３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自

動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和

３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度

分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。  

第２号ア（イ）  ３，９００円  ２，０００円  

第２号ア（ウ）ａ  

 

６，９００円  ３，５００円  

１０，８００円  ５，４００円  

第２号ア（ウ）ｂ  

 

３，８００円  １，９００円  

５，０００円  ２，５００円  

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のう

ち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８

２条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日

から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和２年

４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。  

第２号ア（イ）  ３，９００円  ３，０００円  

第２号ア（ウ）ａ  ６，９００円  ５，２００円  
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 １０，８００円  ８，１００円  

第２号ア（ウ）ｂ  

 

３，８００円  ２，９００円  

５，０００円  ３，８００円  

附則第１６条の２を次のように改める。  

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例）  

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上の

軽自動車が前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の

軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等

（法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次

項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。  

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があること

を第８３条第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長され

た納期限）後において知った場合において、当該事実が生じた原因が、国

土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請を

した者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその

他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由

として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによ

るものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人を賦課期日現

在における当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽

自動車税の種別割に関する規定（第８７条及び第８８条の規定を除く。）

を適用する。  

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割
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の額は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した

金額を加算した金額とする。  

  附則第１７条の２中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。  

  附則第２２条中「平成３５年度」を「令和５年度」に改める。 

第２条 射水市市税条例の一部を次のように改正する。 

第２４条第１項第２号中「又は寡夫」を「、寡夫又は単身児童扶養者」に

改める。  

附則第１６条第１項中「第４項」を「第５項」に改め、同条に次の１項を

加える。  

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車

のうち、自家用の乗用のものに対する第８２条の規定の適用については、

当該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に

限り、当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別

割に限り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。  

附則第１６条の２第１項中「第４項」を「第５項」に改める。  

（射水市市税条例及び射水市市税条例の一部を改正する条例の一部を改正

する条例の一部改正）  

第３条 射水市市税条例及び射水市市税条例の一部を改正する条例の一部を

改正する条例（平成２７年射水市条例第４４号）の一部を次のように改正す
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る。  

  附則第６条第２項第３号中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３

０日」に改め、同条第１３項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０  

                   「  

平成３１年１０月３１日  

平成３２年３月３１日  

                                 」  

「  

令和元年１０月３１日  

令和２年３月３１日  

               」  

 （射水市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第４条 射水市市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年射水市条例第４

２号）一部を次のように改正する。 

  附則第１条第３号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」

に改める。 

  附則第２条の２中「３１年新条例」を「元年新条例」に、「平成３１年１

０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。 

  附則第３条第１項中「３１年新条例」を「元年新条例」に、「平成３１年

１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め、同条第２項中「３１年新条

例」を「元年新条例」に、「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３

１年度」を「令和元年度」に改める。 

月１日」に改め、同条第１４項の表中  を  

に改める。  
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第５条 射水市市税条例等の一部を改正する条例（平成３１年射水市条例第１

６号）の一部を次のように改正する。 

  附則第１条中「平成３１年６月１日」を「令和元年６月１日」に改める。 

  附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２

項中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度」を「令和元年

度」に改め、同条第３項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同項

の表第３４条の７第１項の項及び附則第９条の２の項中「平成３１年６月１

日」を「令和元年６月１日」に改める。 

  附則第３条及び第４条中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。 

 （射水市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 射水市市税条例の一部を改正する条例（平成２９年射水市条例第１１

号）の一部を次のように改正する。 

  附則第１条ただし書中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」

に改める。 

第７条 射水市市税条例の一部を改正する条例（平成２９年射水市条例第１２

号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２条第２項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。 

第８条 射水市市税条例の一部を改正する条例（平成３０年射水市条例第２９

号）の一部を次のように改正する。 

  附則第１条中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め

る。 

 （射水市市税条例及び射水市市税条例及び射水市市税条例の一部を改正する
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条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第９条 射水市市税条例及び射水市市税条例及び射水市市税条例の一部を改

正する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例（平成３０年射水市

条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

  附則第１条第３号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」

に改め、同条第４号中「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」に改

め、同条第５号中「平成３２年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改

め、同条第６号中「平成３３年１月１日」を「令和３年１月１日」に改め、

同条第７号中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、

同条第８号中「平成３４年１０月１日」を「令和４年１０月１日」に改める。 

  附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２

項中「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度」を「令和２年

度」に改める。 

  附則第６条中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改め

る。 

  附則第８条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」

に改め、同条第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」

に改め、同条第３項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」

に改め、同条第４項及び第５項中「３２年新条例」を「２年新条例」に改め

る。 

  附則第１０条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」

に改め、同条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」
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に改め、同条第３項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」

に改め、同条第４項及び第５項中「３３年新条例」を「３年新条例」に改め

る。 

附 則 

（施行期日）  

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。  

 ⑴ 第１条（次号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第４条の規定 令和

元年１０月１日  

⑵ 第１条中射水市市税条例第３６条の２中第８項を第９項とし、第７項を

第８項とし、第６項を第７項とし、第５項の次に１項を加える改正規定並

びに第３６条の３の２、第３６条の３の３及び第３６条の４第１項の改正

規定並びに附則第２条の規定 令和２年１月１日  

⑶ 第２条中射水市市税条例第２４条の改正規定及び附則第３条の規  

定 令和３年１月１日  

⑷ 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第５条の規定 令和

３年４月１日  

 （市民税に関する経過措置）  

第２条 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の射水市市税条例（次項

及び第３項において「新条例」という。）第３６条の２第６項の規定は、同

号に掲げる規定の施行の日以後に令和２年度以後の年度分の個人の市民税

に係る申告書を提出する場合について適用し、同日前に当該申告書を提出し
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た場合及び同日以後に令和元年度分までの個人の市民税に係る申告書を提

出する場合については、なお従前の例による。  

２ 新条例第３６条の３の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定は、

附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき射水市

市税条例第３６条の２第１項に規定する給与について提出する新条例第３

６条の３の２第１項及び第２項に規定する申告書について適用する。  

３ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定

の施行の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律（平成

３１年法律第６号）第１条の規定による改正後の所得税法（昭和４０年法律

第３３号。以下この項において「新所得税法」という。）第２０３条の６第

１項に規定する公的年金等（新所得税法第２０３条の７の規定の適用を受け

るものを除く。）について提出する新条例第３６条の３の３第１項に規定す

る申告書について適用する。  

第３条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の射水市市税条例第２

４条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、令和３年度以後の年度

分の個人の市民税について適用し、令和２年度分までの個人の市民税につい

ては、なお従前の例による。  

（軽自動車税に関する経過措置）  

第４条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定による

改正後の射水市市税条例（以下「元年１０月新条例」という。）の規定中軽

自動車税の環境性能割に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に

取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割に



19 

ついて適用する。  

２ 元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和２年

度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。  

第５条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の射水市市税条例の規

定は、令和３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和

２年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。  
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議案第３８号  

   射水市介護保険条例の一部改正について 

 射水市介護保険条例の一部を次のように改正する。 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市介護保険条例の一部を改正する条例 

 射水市介護保険条例（平成１７年射水市条例第１５５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３条第１項中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条第２項中「平

成３０年度から平成３２年度までの各年度」を「令和元年度及び令和２年度」

に、「２９，６００円」を「２４，１００円」に改め、同条に次の２項を加え

る。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の

減額賦課に係る令和元年度及び令和２年度における保険料率について準用

する。この場合において、前項中「２４，１００円」とあるのは、「３８，

９００円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料

の減額賦課に係る令和元年度及び令和２年度における保険料率について準

用する。この場合において、第２項中「２４，１００円」とあるのは、「５

０，０００円」と読み替えるものとする。  
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   附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の射水市介護保険条例第３条の規定は、令和元年度

分の保険料から適用し、平成３０年度以前の年度分の保険料については、な

お従前の例による。 
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議案第３９号 

射水市国民健康保険税条例の一部改正について 

 射水市国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

射水市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 射水市国民健康保険税条例（平成１７年射水市条例第７９号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第２項ただし書中「５８万円」を「６１万円」に改める。 

第２１条中「５８万円」を「６１万円」に改め、同条第２号中「２７万５，

０００円」を「２８万円」に改め、同条第３号中「５０万円」を「５１万円」

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の射水市国民健康保険税条例の規定は、令和元年度

以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成３０年度分までの国民

健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第４０号  

射水市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部改正について 

射水市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を次のように改正する。 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部を改正する条例 

 射水市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年射水市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第２項中「しないこと」の次に「とすること」を加え、同条に次の２

項を加える。  

４ 市長は、家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携

施設の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を適用しないこ

ととすることができる。  

５ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、法第５９条第１項に規定す

る施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）で

あって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協

力を行う者として適切に確保しなければならない。  
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⑴ 子ども・子育て支援法第５９条の２第１項の規定による助成を受けてい

る者の設置する施設（法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とする

ものに限る。）  

⑵ 法第６条の３第１２項及び第３９条第１項に規定する業務を目的とす

る施設であって、法第６条の３第９項第１号に規定する保育を必要とする

乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地方公共団体の補助を受

けているもの  

 第１６条第２項第３号中「、乳幼児」を「、利用乳幼児」に改め、「。附則

第２条第２項において同じ」を削る。  

 第４６条に次の１項を加える。  

２ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、法第６条の３第１２項第２号

に規定する事業を行う者であって、市長が適当と認めるもの（附則第３条に

おいて「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については、第６条

第１項の規定にかかわらず、連携施設の確保をしないことができる。  

附則第２条第２項中「（第２３条に規定する家庭的保育事業を行う場所にお

いて実施されるものに限る。）」を削る。  

附則第３条中「家庭的保育事業者等」の次に「（特例保育所型事業所内保育

事業者を除く。）」を加え、「第６条第１項本文」を「第６条第１項」に、「５年」

を「１０年」に改める。  

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４１号 

射水市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除又は不 

均一課税に関する条例の一部改正について 

射水市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除又は不均一課税に

関する条例の一部を次のように改正する。 

令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志   

 

射水市条例第  号 

射水市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除又は不  

均一課税に関する条例の一部を改正する条例  

射水市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除又は不均一課税に

関する条例（平成２７年射水市条例第４９号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「平成３２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改め、

同条第２項中「第１０条第８項第５号」を「第１０条第７項第６号」に、「第

４２条の４第８項第６号」を「第４２条の４第８項第７号」に、「第６８条の

９第８項第５号」を「第６８条の９第８項第６号」に改める。 

 附則第３項中「平成３８年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に改める。  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の第２条第２項の規定は、平成３

１年４月１日から適用する。 
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議案第４２号 

   射水市都市公園条例等の一部改正について 

射水市都市公園条例等の一部を次のように改正する。 

令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志   

 

射水市条例第  号 

射水市都市公園条例等の一部を改正する条例  

 （射水市都市公園条例の一部改正） 

第１条 射水市都市公園条例（平成１７年射水市条例第１８９号）の一部を次

のように改正する。 

  別表２第１項を次のように改める。 

  １ 法第５条第１項の規定により公園施設を設置し、又は管理する場合 

区分 金額 

公園施設を設置し、又

は管理する場合 

射水市行政財産使用条例（平成１７年射水市

条例第５２号）第６条第１項の規定により算

定して得た額 

  別表２備考各号列記以外の部分中「使用料」を「この表の第２項から第４

項までに掲げる使用料」に改める。 

 （射水市都市公園条例の一部を改正する条例の一部改正）  

第２条 射水市都市公園条例の一部を改正する条例（平成３１年射水市条例第

１２号）の一部を次のように改正する。  
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  附則第１項第２号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」

に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４３号 

   射水市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を 

定める条例の一部改正について 

 射水市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を次のように改正する。 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を 

定める条例の一部を改正する条例 

射水市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年射水市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項中「都道府県知事」の次に｢又は地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市の長｣を加える。  

附則第３条第１項中「平成３２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に

改める。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４４号 

射水市火災予防条例の一部改正について 

射水市火災予防条例の一部を次のように改正する。 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市火災予防条例の一部を改正する条例 

射水市火災予防条例（平成１７年射水市条例第１９８号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２３条第１項中「日本工業規格」を「日本産業規格（産業標準化法（昭和

２４年法律第１８５号）第２０条第１項の日本産業規格をいう。）」に改める。 

第４３条第１号中「作動時間が６０秒以内」を「種別が１種」に改め、同条

中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 第４１条第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部分に特定小規模

施設用自動火災報知設備を特定小規模施設における必要とされる防火安

全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平成２０年総務省

令第１５６号）第３条第２項及び第３項に定める技術上の基準に従い、又

は当該技術上の基準の例により設置したとき。 

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２３条第１項の改正規定は、

令和元年７月１日から施行する。  
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議案第４５号  

市道路線の廃止について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、市道路

線を次のとおり廃止する。  

  令和元年６月７日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

 

廃止する路線  

廃止路線名  起   点  終   点  

新湊４９号線  庄川本町  庄川本町  

新湊１８４号線  放生津町  放生津町  

新湊１８５号線  放生津町  放生津町  

塚原１２４号線  沖塚原  沖塚原  
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議案第４６号  

市道路線の認定について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、市道路線

を次のとおり認定する。  

  令和元年６月７日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

 

認定する路線  

認定路線名  起   点  終   点  

新湊３０３号線  庄川本町  庄川本町  

新湊３０４号線  庄川本町  庄川本町  

新湊３０５号線  放生津町  放生津町  

新湊３０６号線  放生津町  放生津町  

新湊３０７号線  放生津町  放生津町  

塚原１５３号線  寺塚原  寺塚原  

塚原１５４号線  沖塚原  沖塚原  

塚原１５５号線  沖塚原  沖塚原  

塚原１５６号線  沖塚原  沖塚原  

塚原１５７号線  朴木  朴木  

作道２６３号線  殿村  殿村  

大江１４０９号線  西高木  西高木  
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認定路線名  起   点  終   点  

二口１７号線  二口  二口  

牧田２号線  串田  串田  

新町１０号線  北野  北野  

黒河５８６号線  黒河新  黒河新  

黒河５８７号線  黒河新  黒河新  

黒河５８８号線  黒河新  黒河新  

黒河５８９号線  黒河新  黒河新  

中村９号線  中村  中村  

中村１０号線  中村  中村  

中村１１号線  中村  中村  
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議案第４７号  

   動産の取得について  

 泡原液搬送車の購入について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９

６条第１項第８号及び射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例（平成１７年射水市条例第５０号）第３条の規定により議会

の議決を求める。  

記  

１ 名    称  泡原液搬送車  

２ 数    量  １台  

３ 取 得 の 方 法  指名競争入札による契約  

４ 取 得 価 格  ４６，７５０，０００円  

（うち消費税等 ４，２５０，０００円）  

５ 契約の相手方  富山市牛島新町４番１０号  

           株式会社モリタ富山営業所  

            所長 岩村 純一  

 

  令和元年６月７日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志 
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議案第４８号  

   動産の取得について  

 消防ポンプ自動車の購入について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第８号及び射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例（平成１７年射水市条例第５０号）第３条の規定により

議会の議決を求める。  

記  

１ 名    称  消防ポンプ自動車  

２ 数    量  ２台  

３ 取 得 の 方 法  指名競争入札による契約  

４ 取 得 価 格  ３０，７５６，０００円  

（うち消費税等 ２，７９６，０００円）  

５ 契約の相手方  富山市牛島新町４番１０号  

           株式会社モリタ富山営業所  

            所長 岩村 純一  

 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第４９号                         

射水市本江コミュニティセンター改築（建築主体）工事請負契約 

について 

 令和元年５月１４日に制限付き一般競争入札に付した射水市本江コミュニ

ティセンター改築（建築主体）工事について、下記のとおり請負契約を締結す

るため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射

水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１

７年射水市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市本江コミュニティセンター改築（建築主体）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  ３４３，２００，０００円 

           （うち消費税等 ３１，２００，０００円） 

４ 契約の相手方  北海工業・米田木材射水市本江コミュニティセンター改

築（建築主体）工事共同企業体 

代表者 射水市足洗新町一丁目１０１番地 

    北海工業株式会社 

    代表取締役 石村 正男 

構成員 射水市庄川本町１６番３号 

米田木材株式会社 

代表取締役 米田 大樹 

 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第５０号                        

射水市下村コミュニティセンター改築（建築主体）工事請負契約 

について 

 令和元年５月１４日に制限付き一般競争入札に付した射水市下村コミュニ

ティセンター改築（建築主体）工事について、下記のとおり請負契約を締結す

るため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射

水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１

７年射水市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市下村コミュニティセンター改築（建築主体）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  ２３３，２００，０００円 

           （うち消費税等 ２１，２００，０００円） 

４ 契約の相手方  くみあい建設・永森建設工業射水市下村コミュニティ 

センター改築（建築主体）工事共同企業体 

代表者 射水市鷲塚６５番地７ 

    くみあい建設株式会社 

    代表取締役社長 渡邊 竜一 

構成員 射水市三ケ３９７３番地 

永森建設工業株式会社 

代表取締役 永森 忠志 

 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第５１号 

射水市斎場新築（建築主体）工事請負契約について 

 令和元年５月１４日に制限付き一般競争入札に付した射水市斎場新築（建築

主体）工事について、下記のとおり請負契約を締結するため、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射水市議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年射水市条例第５０

号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市斎場新築（建築主体）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  １，７７９，８００，０００円 

           （うち消費税等 １６１，８００，０００円） 

４ 契約の相手方  佐藤工業・牧田組・四方組射水市斎場新築（建築主体）

工事共同企業体 

代表者 富山市桜木町１番１１号 

佐藤工業株式会社北陸支店 

常務執行役員支店長 金子 政史 

構成員 射水市庄西町一丁目１８番３３号 

株式会社牧田組 

代表取締役社長 牧田 和樹 

構成員 射水市作道６８５番地２ 

株式会社四方組 

代表取締役 四方 正江 

 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志 
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議案第５２号 

射水市斎場新築（電気設備）工事請負契約について 

 令和元年５月１４日に制限付き一般競争入札に付した射水市斎場新築（電気

設備）工事について、下記のとおり請負契約を締結するため、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射水市議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年射水市条例第５０

号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市斎場新築（電気設備）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  ２２５，３４３，８００円 

           （うち消費税等 ２０，４８５，８００円） 

４ 契約の相手方  クリシマ・東和電設射水市斎場新築（電気設備）工事共

同企業体 

代表者 射水市布目沢３１５番地６ 

株式会社クリシマ射水本店 

所長 東山 等 

構成員 射水市塚越１６８２番地 

有限会社東和電設 

代表取締役 大亀 文雄 

 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第５３号 

射水市斎場新築（機械設備）工事請負契約について 

 令和元年５月１４日に制限付き一般競争入札に付した射水市斎場新築（機械

設備）工事について、下記のとおり請負契約を締結するため、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射水市議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年射水市条例第５０

号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市斎場新築（機械設備）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  ３０３，６００，０００円 

           （うち消費税等 ２７，６００，０００円） 

４ 契約の相手方  菱機工業・丸芳工業射水市斎場新築（機械設備）工事共

同企業体 

代表者 富山市黒瀬北町二丁目１７番地６ 

菱機工業株式会社富山支店 

取締役支店長 大野 賢治  

構成員 射水市三ケ２４８８番地３ 

丸芳工業株式会社 

代表取締役 稲積 茂 

 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第５４号 

射水市斎場新築（火葬炉設備）工事請負契約について 

 射水市斎場新築（火葬炉設備）工事について、下記のとおり請負契約を締結

するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び

射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成

１７年射水市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市斎場新築（火葬炉設備）工事 

２ 契 約 の 方 法  随意契約 

３ 契 約 金 額  ３０７，２３０，０００円 

           （うち消費税等 ２７，９３０，０００円） 

４ 契約の相手方  富山市奥田新町１２番３号 

株式会社宮本工業所 

代表取締役 宮本 芳樹 

 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第５５号 

クリーンピア射水基幹的設備改良工事請負契約について 

 令和元年５月１４日に制限付き一般競争入札に付したクリーンピア射水基

幹的設備改良工事について、下記のとおり請負契約を締結するため、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射水市議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年射水市条例第

５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  クリーンピア射水基幹的設備改良工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  ３，６０８，０００，０００円 

           （うち消費税等 ３２８，０００，０００円） 

４ 契約の相手方  大阪市中央区備後町四丁目１番３号 

株式会社神鋼環境ソリューション大阪支社 

支社長 今中 照雄 

 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第５６号 

射水市立歌の森小学校屋内運動場大規模改造（建築主体）工事請 

負契約について 

 令和元年５月２８日に制限付き一般競争入札に付した射水市立歌の森小学

校屋内運動場大規模改造（建築主体）工事について、下記のとおり請負契約を

締結するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号

及び射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（平成１７年射水市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市立歌の森小学校屋内運動場大規模改造（建築 

主体）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  １８７，０００，０００円 

           （うち消費税等 １７，０００，０００円） 

４ 契約の相手方  髙田建設・原建設射水市立歌の森小学校屋内運動場大規

模改造（建築主体）工事共同企業体 

代表者 射水市土合１４９０番地 

髙田建設株式会社 

代表取締役 髙田 実 

構成員 射水市作道２０３５番地４ 

原建設株式会社 

代表取締役 原 龍治 

 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志   
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議案第５７号 

射水市立小杉南中学校大規模改造第Ⅲ期（建築主体）工事請負 

契約について 

 令和元年５月２８日に制限付き一般競争入札に付した射水市立小杉南中学

校大規模改造第Ⅲ期（建築主体）工事について、下記のとおり請負契約を締結

するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び

射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成

１７年射水市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市立小杉南中学校大規模改造第Ⅲ期（建築主体）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  ４２１，３００，０００円 

           （うち消費税等 ３８，３００，０００円） 

４ 契約の相手方  くみあい建設・永森建設工業射水市立小杉南中学校大規

模改造第Ⅲ期（建築主体）工事共同企業体 

代表者 射水市鷲塚６５番地７ 

くみあい建設株式会社 

代表取締役社長 渡邊 竜一 

構成員 射水市三ケ３９７３番地 

永森建設工業株式会社 

代表取締役 永森 忠志 

 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第５８号 

射水市立大門中学校長寿命化改良第Ⅱ期（建築主体）工事請負 

契約について 

令和元年５月２８日に制限付き一般競争入札に付した射水市立大門中学校

長寿命化改良第Ⅱ期（建築主体）工事について、下記のとおり請負契約を締結

するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び

射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成

１７年射水市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市立大門中学校長寿命化改良第Ⅱ期（建築主体）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  ３７４，０００，０００円 

           （うち消費税等 ３４，０００，０００円） 

４ 契約の相手方  髙田建設・佳栄建設射水市立大門中学校長寿命化改良第

Ⅱ期（建築主体）工事共同企業体 

代表者 射水市土合１４９０番地 

髙田建設株式会社 

代表取締役 髙田 実 

構成員 射水市七美中野２０５番地 

株式会社佳栄建設 

代表取締役 小関 佳誉子 

 

  令和元年６月７日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第  １  号  

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次

のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を

求める。  

  令和元年６月７日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

 

専決処分第  １  号  

射水市市税条例等の一部改正について  

射水市市税条例等の一部を次のように改正する。  

  平成３１年３月２９日 専決処分  

射水市長 夏 野 元 志  

射水市条例第１６号  

   射水市市税条例等の一部を改正する条例  

（射水市市税条例の一部改正）  

第１条 射水市市税条例（平成１７年射水市条例第７８号）の一部を次のよう

に改正する。  

第３４条の７第１項中「においては、法第３１４条の７第１項」を「には、

同項」に、「同項第１号に掲げる寄附金」を「同条第２項に規定する特例控

除対象寄附金」に改め、同条第２項中「第３１４条の７第２項」を「第３１

４条の７第１１項」に改める。  

附則第７条の３の２第１項中「平成４３年度」を「平成４５年度」に、「附

則第５条の４の２第６項（同条第９項」を「附則第５条の４の２第５項（同

条第７項」に改め、同条第２項を削り、同条第３項中「第１項の規定の適用

が」を「前項の規定の適用が」に改め、同項を同条第２項とする。  
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附則第７条の４中「第３１４条の７第２項第２号」を「第３１４条の７第

１１項第２号」に改める。  

附則第９条の前の見出し中「寄附金控除額」を「寄附金税額控除」に改め、

同条第１項中「によって」を「により」に、「第３１４条の７第１項第１号

に掲げる寄附金」を「第３１４条の７第２項に規定する特例控除対象寄附金」

に、「地方団体に対する寄附金」を「特例控除対象寄附金」に、「地方団体の

長」を「都道府県の知事又は市町村若しくは特別区の長（次項及び第３項に

おいて「都道府県知事等」という。）」に改め、同条第２項及び第３項中「地

方団体の長」を「都道府県知事等」に改める。  

附則第９条の２中「地方団体に対する寄附金」を「特例控除対象寄附金」

に、「においては」を「には」に改める。  

附則第１０条の２第４項中「附則第１５条第２８項」を「附則第１５条第

２９項」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２９項第１号」を「附則第

１５条第３０項第１号」に改め、同条第６項中「附則第１５条第２９項第２

号」を「附則第１５条第３０項第２号」に改め、同条第７項中「附則第１５

条第２９項第３号」を「附則第１５条第３０項第３号」に改め、同条第８項

中「附則第１５条第３０項第１号」を「附則第１５条第３１項第１号」に改

め、同条第９項中「附則第１５条第３０項第２号」を「附則第１５条第３１

項第２号」に改め、同条第１０項中「附則第１５条第３２項第１号イ」を「附

則第１５条第３３項第１号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第３

２項第１号ロ」を「附則第１５条第３３項第１号ロ」に改め、同条第１２項

中「附則第１５条第３２項第１号ハ」を「附則第１５条第３３項第１号ハ」

に改め、同条第１３項中「附則第１５条第３２項第１号ニ」を「附則第１５

条第３３項第１号ニ」に改め、同条第１４項中「附則第１５条第３２項第１

号ホ」を「附則第１５条第３３項第１号ホ」に改め、同条第１５項中「附則

第１５条第３２項第２号イ」を「附則第１５条第３３項第２号イ」に改め、
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同条第１６項中「附則第１５条第３２項第２号ロ」を「附則第１５条第３３

項第２号ロ」に改め、同条第１７項中「附則第１５条第３２項第３号イ」を

「附則第１５条第３３項第３号イ」に改め、同条第１８項中「附則第１５条

第３２項第３号ロ」を「附則第１５条第３３項第３号ロ」に改め、同条第１

９項中「附則第１５条第３２項第３号ハ」を「附則第１５条第３３項第３号

ハ」に改め、同条第２０項中「附則第１５条第３７項」を「附則第１５条第

３８項」に改める。  

附則第１０条の３第１２項を同条第１３項とし、同条第１１項中「附則第

１２条第１７項」を「附則第１２条第１９項」に改め、同項を同条第１２項

とし、同条第１０項第５号中「附則第１２条第２９項」を「附則第１２条第

３１項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項を同条第１０項とし、

同条第８項第５号中「附則第１２条第２９項」を「附則第１２条第３１項」

に改め、同項を同条第９項とし、同条第７項第４号中「附則第１２条第２１

項」を「附則第１２条第２３項」に改め、同項第６号中「附則第１２条第２

２項」を「附則第１２条第２４項」に改め、同項を同条第８項とし、同条第

６項中「附則第１２条第１７項」を「附則第１２条第１９項」に改め、同項

を同条第７項とし、同条第５項の次に次の１項を加える。  

６ 法附則第１５条の８第４項の家屋について、同項の規定の適用を受けよ

うとする者は、当該年度の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げる

事項を記載した申告書に令附則第１２条第１６項に規定する従前の家屋

について移転補償金を受けたことを証する書類を添付して市長に提出し

なければならない。  

⑴ 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番

号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）  

⑵ 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積  

⑶ 家屋の建築年月日及び登記年月日  
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附則第１６条第１項中「法附則第３０条第１項」を「平成１８年３月３１

日までに初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号

の指定（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を受

けた法附則第３０条第１項」に、「当該軽自動車が初めて道路運送車両法第

６０条第１項後段の規定による車両番号の指定（以下この条において「初回

車両番号指定」という。）を受けた月から起算して１４年を経過した月の属

する年度以後の年度分」を「平成３１年度分」に改め、同条第２項から第４

項までを削り、同条第５項中「附則第３０条第６項第１号及び第２号」を「附

則第３０条第２項第１号及び第２号」に、「第２項の表」を「次の表」に改

め、同項に次の表を加える。  

第２号ア  ３，９００円  １，０００円  

 

 

６，９００円  １，８００円  

１０，８００円  ２，７００円  

 

 

３，８００円  １，０００円  

５，０００円  １，３００円  

附則第１６条第５項を同条第２項とし、同条第６項中「附則第３０条第７

項第１号及び第２号」を「附則第３０条第３項第１号及び第２号」に改め、

「以上の軽自動車」の次に「（ガソリンを内燃機関の燃料として用いるもの

に限る。以下この項及び次項において同じ。）」を加え、「第３項の表」を「次

の表」に改め、同項に次の表を加える。  

第２号ア  ３，９００円  ２，０００円  

 

 

６，９００円  ３，５００円  

１０，８００円  ５，４００円  

 

 

３，８００円  １，９００円  

５，０００円  ２，５００円  
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附則第１６条第６項を同条第３項とし、同条第７項中「附則第３０条第８

項第１号及び第２号」を「附則第３０条第４項第１号及び第２号」に、「第

４項の表」を「次の表」に改め、同項に次の表を加える。  

第２号ア  ３，９００円  ３，０００円  

 

 

６，９００円  ５，２００円  

１０，８００円  ８，１００円  

 

 

３，８００円  ２，９００円  

５，０００円  ３，８００円  

附則第１６条第７項を同条第４項とする。  

附則第１６条の２第１項中「第７項」を「第４項」に改める。  

附則第１９条の３を削る。 

附則第２１条の２中「附則第４１条第９項」を「附則第４１条第８項」に

改める。 

（射水市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第２条 射水市市税条例等の一部を改正する条例（平成２８年射水市条例第４

２号）の一部を次のように改正する。  

第１条の２のうち、射水市市税条例附則第１５条の次に５条を加える改正

規定（同条例附則第１５条の６第２項に係る部分に限る。）中「については」

の次に「、当分の間」を加え、同条例附則第１６条第１項の改正規定中「初

めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による」を「最初の法第４４

４条第３項に規定する」を「平成１８年３月３１日までに初めて道路運送車

両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定（次項から第４項まで

において「初回車両番号指定」という。）を受けた法附則第３０条第１項」

を「法附則第３０条」に、「平成３１年度分」を「当該軽自動車が最初の法

第４４４条第３項に規定する車両番号の指定を受けた月から起算して１４

年を経過した月の属する年度以後の年度分」に改める。  
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 （射水市市税条例及び射水市市税条例及び射水市市税条例の一部を改正する

条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例の一部改正）  

第３条 射水市市税条例及び射水市市税条例及び射水市市税条例の一部を改

正する条例の一部を改正する条例の一部改正する条例（平成３０年射水市条

例第２２号）の一部を次のように改正する。  

第１条のうち、射水市市税条例第４８条第１項の改正規定中「及び第１１

項」を「、第１１項及び第１３項」に改め、同条に３項を加える改正規定中

「３項」を「８項」に改め、同改正規定（同条第１０項に係る部分に限る。）

中「次項」の次に「及び第１２項」を加え、「その他施行規則で定める方法」

を削り、同改正規定（同条第１２項に係る部分に限る。）中「法第７６２条

第１号」を「申告書記載事項が法第７６２条第１号」に改め、同改正規定に

次のように加える。  

１３ 第１０項の内国法人が、電気通信回線の故障、災害その他の理由によ

り地方税関係手続用電子情報処理組織を使用することが困難であると認

められる場合で、かつ、同項の規定を適用しないで納税申告書を提出する

ことができると認められる場合において、同項の規定を適用しないで納税

申告書を提出することについて市長の承認を受けたときは、当該市長が指

定する期間内に行う同項の申告については、前３項の規定は、適用しない。

法人税法第７５条の４第２項の申請書を同項に規定する納税地の所轄税

務署長に提出した第１０項の内国法人が、当該税務署長の承認を受け、又

は当該税務署長の却下の処分を受けていない旨を記載した施行規則で定

める書類を、納税申告書の提出期限の前日までに、又は納税申告書に添付

して当該提出期限までに、市長に提出した場合における当該税務署長が指

定する期間内に行う同項の申告についても、同様とする。  

１４ 前項前段の承認を受けようとする内国法人は、同項前段の規定の適用

を受けることが必要となった事情、同項前段の規定による指定を受けよう
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とする期間その他施行規則で定める事項を記載した申請書に施行規則で

定める書類を添付して、当該期間の開始の日の１５日前までに、これを市

長に提出しなければならない。  

１５ 第１３項の規定の適用を受けている内国法人は、第１０項の申告につ

き第１３項の規定の適用を受けることをやめようとするときは、その旨そ

の他施行規則で定める事項を記載した届出書を市長に提出しなければな

らない。  

１６ 第１３項前段の規定の適用を受けている内国法人につき、法第３２１

条の８第５１項の処分又は前項の届出書の提出があったときは、これらの

処分又は届出書の提出があった日の翌日以後の第１３項前段の期間内に

行う第１０項の申告については、第１３項前段の規定は適用しない。ただ

し、当該内国法人が、同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは、こ

の限りでない。  

１７ 第１３項後段の規定の適用を受けている内国法人につき、第１５項の

届出書の提出又は法人税法第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８

１条の２４の３第２項において準用する場合を含む。）の処分があったと

きは、これらの届出書の提出又は処分があった日の翌日以後の第１３項後

段の期間内に行う第１０項の申告については、第１３項後段の規定は適用

しない。ただし、当該内国法人が、同日以後新たに同項後段の書類を提出

したときは、この限りでない。  

 第２条のうち、射水市市税条例附則第１０条の２の改正規定を削る。  

  附則第１条第２号及び第３号を次のように改める。  

  ⑵ 附則第３条の規定 平成３１年４月１日  

  ⑶ 第２条の規定 平成３１年１０月１日  

 附則第１条第４号中「３項を」を「８項を」に改める。  

 附則第２条第３項中「第１２項」を「第１７項」に改める。  
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附 則  

（施行期日）  

第１条 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第１条中射

水市市税条例第３４条の７の改正規定並びに同条例附則第７条の４、第９条

及び第９条の２の改正規定並びに次条第２項から第４項までの規定は、平成

３１年６月１日から施行する。  

（市民税に関する経過措置）  

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の射水市市

税条例（以下「新条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、

平成３１年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成３０年度分

までの個人の市民税については、なお従前の例による。  

２ 新条例第３４条の７並びに附則第７条の４及び第９条の２の規定は、平成

３２年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成３１年度分まで

の個人の市民税については、なお従前の例による。  

３ 新条例第３４条の７第１項及び附則第９条の２の規定の適用については、

平成３２年度分の個人の市民税に限り、次の表の左欄に掲げる新条例の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。  

第３４条の７第１

項  

 

特例控除対象寄附

金  

 

特例控除対象寄附金又は同条第１

項第１号に掲げる寄附金（平成３１

年６月１日前に支出したものに限

る。）  

附則第９条の２  

 

特例控除対象寄附

金  

 

特例控除対象寄附金又は法第３１

４条の７第１項第１号に掲げる寄

附金（平成３１年６月１日前に支出

したものに限る。）  
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送付  

 

送付又は射水市市税条例等の一部

を改正する条例（平成３１年射水市

条例第１６号）附則第２条第４項の

規定によりなお従前の例によるこ

ととされる同条例第１条の規定に

よる改正前の射水市市税条例附則

第９条第３項の規定による同条第

１項に規定する申告特例通知書の

送付  

４ 新条例附則第９条第１項から第３項までの規定は、市民税の所得割の納税

義務者が前条第１号に掲げる規定の施行の日以後に支出する地方税法等の

一部を改正する法律（平成３１年法律第２号。以下この項において「改正法」

という。）第１条の規定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第３１４条の７第２項に規定する特例控除対象寄附金について適用し、

市民税の所得割の納税義務者が同日前に支出した改正法第１条の規定によ

る改正前の地方税法第３１４条の７第１項第１号に掲げる寄附金について

は、なお従前の例による。  

（固定資産税に関する経過措置）  

第３条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、平成３１年度以後の年度

分の固定資産税について適用し、平成３０年度分までの固定資産税について

は、なお従前の例による。  

（軽自動車税に関する経過措置）  

第４条 新条例の規定中軽自動車税に関する部分は、平成３１年度分の軽自動

車税について適用し、平成３０年度分までの軽自動車税については、なお従

前の例による。  
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報告第  ２  号  

   継続費繰越計算書について（一般会計）  

 平成３０年度射水市一般会計予算第２条の継続費は、別紙のとおり繰り越し

たので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規

定により報告する。  

  令和元年６月７日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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上
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報告第  ３  号 

   繰越明許費繰越計算書について（一般会計）  

 平成３０年度射水市一般会計補正予算（第５号）第２条の繰越明許費は、別

紙のとおり繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第

１４６条第２項の規定により報告する。  

  令和元年６月７日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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収
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報告第  ４  号  

   建設改良費繰越計算書について（下水道事業会計）  

 平成３０年度射水市下水道事業会計予算の建設改良費は、別紙のとおり繰り

越したので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の

規定により報告する。  

  令和元年６月７日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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（
別
　
紙
）

地
方
公
営
企
業
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第
２
６
条
第
１
項
の
規
定
に
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る
建
設
改
良
費
の
繰
越
額

（
単
位
：
円
）

予
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払
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損
益
勘
定

留
保
資
金
等

特
定
環
境
保
全

公
共
下
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落
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計
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0
0
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